
■人事担当者への10の質問（つづき）

　前号（１月号）では、連載第１回として「人事担当

者への10の質問」とその解説を行いました。引き続き、

図表１の　～　について解説します。

　筆者がシンガポールで行った現地日本商工会議所の

会員企業の経営者、実務責任者および管理部門等の駐

在員向け講演会でのアンケート結果（注１）をみると、

赴任前もしくは赴任後に「海外・異文化マネジメント

研修を受講していない」駐在員がじつに75％を占め

ていました。また、昨年、北京・天津・上海で開催し

たセミナーの際のアンケートでも、ほぼ同様の結果で

した。海外ビジネスが増加し、国内転勤と同じ感覚で

海外赴任となるケースが増えてきている一方で、駐在

員が異文化で行うマネジメントへの支援は３分の１程

６ 10

６　�駐在員向けの赴任前、赴任後研修はできてい
ますか

１　�現在の自社の強みは何ですか（主要なマーケッ
トはどこですか）

２　�５年後、いまもっている強みで勝負できますか
（主要なマーケットはどこですか）

３　�自社における「グローバル人材」の定義ができ
ていますか

４　�自社における「人材育成」の定義ができていま
すか

５　�事業計画に対応した「人材プールづくり」はで
きていますか

（以上、１月号で解説）

６　�駐在員向けの赴任前、赴任後研修はできていま
すか

７　海外拠点に対する人事監査はできていますか

８　�ローカル社員の管理職への登用・育成に関し、
本社としてガイドラインや研修プログラムを提
供していますか

９　�最近、人事として経営層に対してグローバルを
見据えた提言・提案はしましたか

10　�トップは自社の人事制度・特徴を社内外で語りま
すか

図表１　人事担当者への10の質問

「世界で通用する日本型組織」をテーマに活
動。クライアントは、日本を代表する大手企
業を中心に多岐にわたる。政府関係機関の有
識者会議委員、大学院講師なども務める。グ
ローバル人事制度の設計のほか、マネジメン
ト研修を日本語、英語、中国語の３カ国語で
行い、参加者の出身国は20カ国以上に上る。
著書に『外国人社員の証言　日本の会社40
の弱点』（文藝春秋）。日本人駐在員、ローカ
ル社員向けのオンライン研修「グローバルマ
ネジメント基礎講座」を監修。
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対応をしていくことが可能になります。また、海外拠

点人事監査のフィードバックにより、好・悪事例それ

ぞれの知識移転を促していく作用もあります。

　「現地化を推進」という言葉の一方で、海外各拠点

における管理職への登用が現地任せとなってしまう

ケースも多くみられます。図表３は、ローカル社員の

管理職登用と統制の関係を表したものですが、ローカ

ル社員を管理職登用したとしても、管理・統制が効い

ていなければ、当然のことながらガバナンス上のリス

クが高まることを意味します。

　よくあるのが、現地法人立ち上げ時からいるスタッ

フが「大番頭化」した結果、自社でなく個人の利益を

優先して動くようになってしまったというケースで

す。ここではローカル社員の登用としていますが、日

本から派遣した経営者であっても同じことがいえます。

　また、いくら管理・統制をしていても、ローカル社

員の能力を十分に引き出すことをしなければ、それは

「ミニ本社化」に過ぎません。人件費上昇等により、

現地市場において、より少人数で、より高い成果を出

すことが求められている海外法人は、本来の事業目的

を達成できなくなってしまいます。

　そのうえでの人材育成ですが、各拠点でそれぞれ異

なる目的・内容で別々に研修会社を使っているという

８　�ローカル社員の管理職への登用・育成に関し、
本社としてガイドラインや研修プログラムを
提供していますか

度の企業しか行っておらず、それぞれの駐在員が赴任

先で徒手空拳の異文化マネジメントを試行錯誤してい

る姿が浮かび上がってきます。

　昔からいわれているローカル社員の離職に加え、昨

今は駐在員の赴任先でのメンタル問題が増えていると

聞きますが、筆者は、じつはこの「本人任せの海外赴

任」も、原因の１つではないかと考えています。とは

いうものの、実際には赴任前に集合型研修をしように

も、時期がばらばらで人数が集まらないというような

現状もあります。

　そこで、筆者が所長を務めるグローバル人材戦略研

究所では、オンライン研修「グローバルマネジメント

基礎講座」を提供しています。これは、赴任前でも、

海外赴任後でも受講できるもので、忙しい海外赴任者

や出張者に最低限知っておいてほしい内容が短時間で

学べるように設計されています。

　前号（１月号）でも案内しましたが、読者特典とし

て、毎号３名の方に無料で提供いたしますので興味の

ある方はお申し込みください。

　自社海外法人に対しては財務・会計処理状況、コン

プライアンス遵守状況、情報セキュリティ、危機管理

体制等、内部監査を行っていると思いますが、人事監

査はできているでしょうか。これは就業規則の整備・

運用のほか、人材確保、給与、評価・業績管理・退職

者への対応など多岐にわたるもので、業績達成のみな

らず人材育成の主体でもある日本人駐在員によるロー

カル社員に対するマネジメントが円滑に行われている

かを把握し、潜在的なリスク要因を洗い出す作業です

（図表２）。

　海外拠点人事監査の定義は、以下のとおりです（注２）。

　�　自社海外拠点の事業目標達成のために人事の観点

から貢献することを目的として、独立の立場で組

織・人材マネジメントの実施状況を把握し、これに

基づいて評価・助言を行う監査・診断業務のこと。

　これらにより、自社海外法人に対する表面的な理解

に留まらず、往々にして本社からはブラックボックス

になりがちな、現場で起こっている人材マネジメント

の実態を顕在化させ、リスクに対して優先順位をつけ、

７　�海外拠点の人事監査はできていますか

人事監査の目的
海外拠点における組織・人材マネジメントの
実施体制点検

監 査 員 本社人事部担当者 2 人（業務経験 12 年、4 年）

実施所要時間
8 時間 X １日　※個別面談を実施
1 人あたり 60 分

実施場所
○○支社

（駐在員 2 人、ローカルスタッフ 25 人）

面談相手

・General　Manager（駐在員）
・Junior Manager（駐在員）
・人事担当者（ローカル社員）
・管理職もしくは候補者（ローカル社員）

監査内容・範囲
・人材確保　　・給与　　　　・評価
・業績管理　　・退職者対応

図表２　海外拠点人事監査（概要例）
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職への登用・育成へのガイドライン・研修プログラム

提示」等を通じた現場の状況把握により、経営への

フィードバックが可能となります。

　もっとも、フィードバック（設定された基準と達成

の差を認識し埋めること）にはあらかじめ設定された

基準があることが前提となりますので、フィードバッ

クだけでは十分といえません。そこで、あるべき状態

にこれからの状態を合わせようとするフィードフォ

ワードという考え方が求められることになり、人事部

門による経営への提言とは、フィードフォワードを見

据えたものともいえます。

　ここで説明している「フィードバック／フィード

フォワード」の概念は、清水博・東京大学名誉教授の

ケースもよく目にしますが、それでは単なる「放任」

です。ミッション・ビジョンの浸透のみならず、本社

として管理職への登用・育成ガイドラインを提示し、

統一的もしくは標準的な研修プログラム等を提供すべ

きです。本社もしくは地域統括会社が研修ベンダー選

定に関与する、同一のベンダーが各拠点で実施する、

または海外拠点から本社に出張し集合研修を実施する

等が理想ですが、コストや手間ひまの点（とくに来日

研修の場合の招聘手続きや受入れ対応等）で課題もあ

るようです。そのような場合には、ｅラーニング等を

使用して、最低限知っておくべき知識を習得させてい

る企業もあります。

　経営から提示される課題に対応しているだけ、とい

う受け身になっていませんか。通常は事業方針・計画

を踏まえた人事施策の立案・実施であるため、構造的

にリアクティブになってしまうのは、ある程度は仕方

がないことかもしれませんが、人事部門としての提案

力（図表４の破線の矢印部分）の有無は、グローバル

というスコープのなかでの部門の存在価値にもつなが

ります。当然のことながら、提言・提案をするという

ことは事業方針と現場の実情を踏まえていることが

ベースとなります。

　ここまで紹介してきた「駐在員向けの赴任前・赴任

後研修」、「海外拠点人事監査」、「ローカル社員の管理

９　�最近、人事として経営層に対してグローバル
を見据えた提言・提案はしましたか

著書『生命を捉えなおす』（中公新書）

を参考にしていますが、同書のなかで

は以下のようにも述べられています

（注3）。

　�　（日本のような画一的な）フィー

ドバック型社会では、行動目標がは

じめから与えられているので、行動

をするための「ハウ・ツー」が重要

な問題となります。これに対して欧

米型社会は、フィードフォワード型

社会であると思われます。このよう

な社会では、遠い将来における目標

の設定が重要な課題であり、長期レ

図表３　ローカル社員の登用と管理・統制の関係
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ベルでの自己の行動規範の表明が必要とされるの

です 。

　じつは、この点は社会心理学の観点からは同質型社

会・異質型社会の特徴としても説明できるのですが、

大切なことはグローバルとは異質性そのものであると

もいえ、その意味では人事部門であってもフィード

フォワード的な態度が求められることになる、という

ことなのです。

　私自身が、多くの企業の経営者と公私ともに付き合

うなかで経験的に感じていることですが、成長してお

り、また風通しのよい会社のトップは自社の人事ポリ

シーや特徴に習熟しており、社内のみならず社外でも

いきいきとそれを語っています。

　ここからは２つの示唆を得ることができます。１つ

は、経営者の人事に対する興味・関心であり、もう１

つは、「経営者が語りやすい人事ポリシー・特徴を人

事が用意できている」ということです。人事制度を設

計・運用していくなかで多くの人事担当者が陥ってし

まうのが、設計自体を目的化してしまい、適切な運用

がなされていないということです。運用にあたり事業

部門の協力を得るのは当然のこととして、やはり一番

大切なのはトップが繰り返し語ることであり、人事部

門がトップに対し「語りやすい物語」（注４）を提供で

きているかが大きなポイントになります。

◇

　２回にわたり、オリエンテーションとして提示させ

ていただいた10の質問はいかがでしたでしょうか。

前回もお伝えしましたが、日本企業における人材育成

は長期の時間軸のなかで多様な手法があり、さらにい

えば、特定の個人に限定せず、全員が成長することを

信じ、めざしているという点で、世界的にみても大変

特徴的だと筆者は考えます。これはグローバル競争に

おいて「日本企業としての自社」における「強み」で

あり、他国には容易にまねできない「文化」でもある

のです。この「みんなが成長する組織づくり」という

考え方をベースとして、次回以降はグローバルマネジ

メントの３つのステージ（図表５）について、それぞ

10　�トップは自社の人事制度・特徴を社内外で語
りますか

れ紹介していきたいと思います。

（注）
１．�『海外駐在員向け異文化マネジメントセミナーレポート』は、

グローバル人材戦略研究所のサイトにて公開している。
２．�グローバル人材戦略研究所による定義
３．�清水博『生命を捉えなおす―生きている状態とは何か』（中

公新書） p. 278
４．�「物語」についてはクリストファー・ボグラーほか『物語の法

則―強い物語とキャラを作れるハリウッド式創作術』（アス
キー・メディアワークス）が参考になる。

図表５　グローバルマネジメントの３つのステージ
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本社のグローバル化

・日本人社員の育成
・外国籍社員の育成

海外拠点の現地化

・駐在員の育成
・ローカルマネー
　ジャーの育成

本社と海外拠点の統合

・制度の統合
・風土の統合

みんなが成長する組織づくり

３名の方にオンライン研修
「グローバルマネジメント基礎講座」を
無料提供します！

　グローバル人材戦略研究所では、オンライン研修「グ
ローバルマネジメント基礎講座」を日本語・英語・中
国語で提供しています。本連載の特典として、毎号抽
選で３名の方に日本語版を無料で提供させていただき
ます。ご希望の方は「企業と人材」編集部まで、以下
の項目をご記入のうえ、メールでお申し込みください。

❶会社名　❷所在地　❸部署・役職名　❹氏名
❺電話番号　❻その他、ご質問など
■編集部メールアドレス：edt-e@sanro.co.jp

読者
特典
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